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１．はじめに 

筆者らは、水害危険性を考慮したヘドニック分析

を行う際に、計測地点が限定されている地価データ

に加えて、より多く取得できる土地利用データを統

合的に用いる方法を提案し、奈良県の大和川流域を

対象に適用性を確認している１)。 

しかし、対象地域のように古くから土地利用がな

されてきた地域では、過去の時点の土地利用の影響

が無視できず、ダイナミックなモデルを開発するこ

とが望まれる。さらに、水害危険性を既往の水害の

経験回数で表現する場合には、水害とモデルで考え

る土地利用変化の時期との前後関係にも注意を払う

必要がある。 

本稿では、既存の地価土地利用同時推定モデル

を前時点の土地利用の影響を考慮できるように拡張

する。さらに、経験回数として取り上げる既往の水

害の違いが、モデルの推定結果に与える影響を調べ

る。 

 

２．土地利用モデルの設定 

（１）地価土地利用同時推定モデル 

本研究では、「地価土地利用同時推定モデル」

を用い、実測用途を再現すると同時に、地価が観測

されているメッシュでは最大付け値と地価が等しく

なるようにパラメータの推定を行う。 

式（1）のような対数線形の付け値関数を考え、

誤差項 iε が相互に独立なガンベル分布を仮定して、

式(2)のロジットモデルを得る。 

iinin VU ε+=log                            (1) 

Uin：メッシュ nにおける用途 iの付け値関数  
Vin ：確定的に推定される付け値 

iε ：誤差項 
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地点nにおける地価OPRｎは、最大付け値の観測

値であると考えるが、市場での評判や期待といった

部分地域 a
nδ に固有の要因の影響を加えて次式のよ

うに表現する。 
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ただしφは、正規分布に従う誤差項である。  
対数尤度関数を式（4）のように定式化し、これ

を最大化するパラメータ値を推定する。 
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ただし、 [ ]xΦ は標準正規確率分布関数、din は地価

の有無を表すダミー変数である。k は尤度関数の第

1 項と第 2 項の統計的な重みを決めるための係数で

あり、前稿では（全サンプル数/地価の観測数）と

したが、本稿では地価の当てはまりを改善するため

その 10倍の値を設定した。 

 

（２）前時点の用途の影響の考慮 
古くから土地利用がなされてきた地域では、事

前の土地利用の状況により新たな土地利用を行うた

めのコストが異なり、結果として用途の選択確率に

も影響があると考えられる。例えば、前時点の用途

と同じ用途で継続的に利用する状況と比較して、用

途変更を行うとすれば建物の建設コストが追加的に

必要となる。一方、事前に何らかの建物が建てられ

ている場合には整地や道路・上下水道の引き込みが

不要になることから建設コストが節約できる可能性
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もある。 

これらの効果は、前用途と新用途が同じであれ

ば作用しない。また前用途が山林・農地であれば除

去コストが、新用途が山林・農地であれば建設コス

トが不要であると仮定した。すなわち、前用途が

k ’であった土地が新用途 kとして利用される確率
は、次式によって与えられる。 

))(1())(1( ' cdvcdvp jkjkkkkn +−+>+−+= δδ (5) 

最尤法を用いて、付け値関数、地域ダミー変数のパ

ラメータと同時に用途変更における前用途の影響 d、

新用途の影響 cを、内生的に求める。 

 

３．奈良県大和川流域への適用 

（１）適用データ 

 以上のモデルを、奈良県の大和川本川および佐保

川流域の水害頻発地域に適用する。昭和60年の土地

利用を前用途として与え、11年後の平成8年の土地

利用を説明する。細密数値情報10ｍメッシュ土地利

用データを用い、標高30～60ｍの範囲で両時点とも

に工業、商業、住宅、農地、山林のいずれかである

メッシュを対象とする。また、データ数が莫大にな

ることから、全体の4％にあたるメッシュを抽出し

て推定に用いた。 

 

（２）パラメータ推定結果の考察 

水害リスクを表現するために、土地利用が変化した

期間に直接的に影響を与えたと考えられる昭和 57 年、

平成 7 年の２回の水害の経験回数を説明変数として用

いたときの結果を表１に示す。尤度比は、0.26 でモ

デルの説明力は良好であり、ほとんどのパラメータは

統計的に有意であった。「水害の経験回数」のパラメ

ータは全ての用途に対して負であり、水害リスクによ

り付け値が低くなる。「用途地域」に対する適合条件

は、住宅、商業、工業いずれにおいても正でｔ値も大

きいことから、用途規制がこれらの立地に与える影響

が大きい。「新用途」のパラメータは負であり、新規

に建物を必要とする用途に変更するには建設コストが

必要であることを表わしている。一方「前用途」のパ

ラメータは正であり、他の用途であっても建物が建っ

ている土地は、山林などから開発して使うよりもコス

トが節約できることを表わしている。 

 

表１ 地価土地利用同時推定モデルの推定結果 

用途 説明変数 推定値 ｔ値 用途 説明変数 推定値 ｔ値
水害経験回数 -0.68 -8.60 ** 水害経験回数 -0.66 -16.61 **
市街化区域 0.50 6.49 ** 市街化区域 -0.02 -27.17 **
用途地域（工業） 2.31 21.65 ** 定数項 3.21 50.51 **
定数項 2.11 22.43 ** 山林 水害経験回数 -0.30 -9.79 **
水害経験回数 -0.87 -8.08 ** 分散 1.01 262.62 **
市街化区域 0.23 2.89 ** 大和川北側 7.44 156.59 **
用途地域（商業） 1.33 2.59 ** 大和川南側 7.67 184.07 **
定数項 0.06 0.68 -0.71 -16.73 **
水害経験回数 -0.61 -32.18 ** 1.51 48.60 **
市街化区域 1.75 40.18 **
用途地域（住宅） 1.73 40.37 ** 尤度比
定数項 67.80 115.88 ** サンプル数

除去コスト

0.26
15146

農地

地価
関数

建設コスト

工業

商業

住宅

 
表２ 水害リスクの表現の違いによる推定値の比較 

推定値 ｔ値 推定値 ｔ値 推定値 ｔ値

工業 水害経験回数 -0.68 -8.60 ** -0.46 -4.43 ** -0.69 -8.68 **
商業 水害経験回数 -0.87 -8.08 ** -0.77 -5.70 ** -0.89 -8.37 **
住宅 水害経験回数 -0.61 -32.18 ** -0.45 -21.40 ** -0.61 -32.20 **
農地 水害経験回数 -0.66 -16.61 ** -0.72 -16.54 ** -0.67 -16.73 **
山林 水害経験回数 -0.30 -9.79 ** -0.16 -5.02 ** -0.30 -9.79 **

説明変数
S57,H7 S57 S57,H7,H11

26322

最終尤度 19390 19551 24376

初期尤度 26322 26322

サンプル数 15146

尤度比 0.26 0.26 0.07

（３）水害リスクの表現の違いがもたらす影響 

 昭和 60 年から平成 8 年までの 11 年間の土地利用

変化のほとんどは平成 7 年の水害以前に決定されたも

のであると考えると、昭和 57 年の水害のみを考慮し

たモデルの方が当てはまりが良い可能性がある。また、

人々が直接的な水害経験ではなく、地形などを手がか

りに水害のリスクを認識しているとすれば、期間後の

平成 11 年を含めた３回の水害の経験回数の方がリス

クをうまく表現できている可能性もある。そこで、以

上の 3 つのケースでの水害危険性の影響パラメータを

比較した結果を表―2に示す。 

水害経験回数のパラメータの絶対値は多くの用途で、

考慮する水害の回数が増えるほど大きくなっている。

これらの立地主体が過去の水害実績よりも、むしろ水

害のリスクを一般的に捉えていることを示唆している。 

 今後は詳細な標高データを入手し、過去の水害の回

数だけではなく、浸水深などの形で被災の程度を表現

した変数を取り入れて分析を行う必要がある。 
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